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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 

２  売上高には消費税等は含まれておりません。 

３  当社は、関連会社を有していないため、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載しておりませ

ん。 

４  「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額」については潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。 

  

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業内容について、重要な変更はありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第40期

第１四半期 
累計期間

第41期
第１四半期 
累計期間

第40期

会計期間

自平成23年
  ４月１日 
至平成23年 
  ６月30日

自平成24年
  ４月１日 
至平成24年 
  ６月30日

自平成23年
  ４月１日 
至平成24年 
  ３月31日

売上高(千円) 1,298,754 1,397,038 5,621,818 

経常利益(千円) 49,782 44,360 423,382 

四半期(当期)純利益(千円) 23,002 5,521 203,379 

持分法を適用した場合の投資利
益(千円) 

― ― ―

資本金(千円) 767,955 767,955 767,955 

発行済株式総数(株) 8,500,000 8,500,000 8,500,000 

純資産額(千円) 3,116,308 3,230,312 3,278,851 

総資産額(千円) 7,572,865 8,740,271 8,545,177 

１株当たり四半期(当期)純利益
(円) 2.71 0.66 23.99 

潜在株式調整後１株当たり四半
期(当期)純利益金額(円) 

― ― ―

１株当たり配当額(円) ― ― 7 

自己資本比率(％) 41.2 37.0 38.4 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第１四半期会計期間について、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

  

(1）業績の状況 

当第１四半期累計期間における海外経済は、欧州の財政危機の影響を受けて先進国で景気回復の動き

が弱まっております。また、これまで好調であった中国や新興諸国も景気拡大のテンポが鈍化しつつあ

り、全般的に厳しい状況が続いております。 

国内経済におきましては、復興需要にけん引される形で、企業収益や設備投資は緩やかな回復基調に

あるものの、世界景気の減速に伴う需要減や原燃料価格高騰等の懸念材料があるため、依然として予断

を許さない状況にあります。 

このような情勢のもとで、当社は既存顧客の拡大や新規顧客の獲得による売上増を図ってまいりまし

たが、「一貫パレチゼーション」の主要顧客である石油化学樹脂関連企業向けレンタルは、需要の減少

や化学原料の値下げに伴い生産量を抑制している模様につき、低下傾向にあります。しかしながら昨年

11月より石油化学樹脂関連の新規業務を獲得したことにより、当第１四半期累計期間のレンタル売上高

は増加しました。 

その他の顧客については、主要顧客の取扱いの増加や新規顧客の獲得によりレンタル需要が伸びてお

り、販売売上高、利用運送売上高は減少しましたが、当第１四半期累計期間の売上高総額は13億97百万

円（前年同四半期比7.6％増）となりました。 

費用面につきましては、現有資産の有効活用、運用面の効率化を推進してまいりましたが、取引先へ

のレンタル商品の安定供給を行うための設備投資の実施並びに石油化学樹脂関連企業の新規獲得による

各種費用の発生により、営業費用は13億67百万円（前年同四半期比8.5％増）となりました。  

この結果、営業利益29百万円（前年同四半期比22.2％減）、経常利益44百万円（前年同四半期比

10.9％減）、四半期純利益５百万円（前年同四半期比76.0％減）となりました。 

  

(2）財政状態の分析 

（流動資産） 

当第１四半期会計期間末における流動資産の残高は、前事業年度末に比べ82百万円増加し、12億47百

万円となりました。 

現金及び預金の増加が主な要因であります。  

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（固定資産） 

当第１四半期会計期間末における固定資産の残高は、前事業年度末に比べ１億12百万円増加し、74億

92百万円となりました。 

貸与資産の取得による増加が主な要因であります。  

  
（流動負債） 

当第１四半期会計期間末における流動負債の残高は、前事業年度末に比べ１億42百万円減少し、33億

42百万円となりました。 

買掛金及び未払法人税等の減少が主な要因であります。  

  
（固定負債） 

当第１四半期会計期間末における固定負債の残高は、前事業年度末に比べ３億86百万円増加し、21億

67百万円となりました。 

長期借入金及びリース債務の増加が主な要因であります。  

  
（純資産） 

当第１四半期会計期間末における純資産の残高は、前事業年度末に比べ48百万円減少し、32億30百万

円となりました。 

四半期純利益の計上があったものの、配当による支出があったことが主な要因であります。  

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000 

計 30,000,000 

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成24年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,500,000 8,500,000 
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード）

単元株式数 
1,000株 

計 8,500,000 8,500,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成24年４月１日～ 
平成24年６月30日 

― 8,500,000 ― 767,955 ― 486,455 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 
  

② 【自己株式等】 

 
  

該当事項はありません。 

  

  平成24年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

82,000 
― ―

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

8,415,000 
8,415 ―

単元未満株式 
普通株式 

3,000 
― ―

発行済株式総数 8,500,000 ― ―

総株主の議決権 ― 8,415 ―

 平成24年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

日本パレットプール株式会
社 

大阪市北区芝田２丁目８番
11号 82,000 ― 82,000 0.96 

計 ― 82,000 ― 82,000 0.96 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成24年４月１日か

ら平成24年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)に係る

四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

  

１．四半期財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

３．四半期連結財務諸表について
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 315,733 449,560

受取手形 ※1  21,183 ※1  22,634

レンタル未収金 619,818 608,087

売掛金 85,449 72,117

有価証券 10,213 10,215

その他 113,480 86,201

貸倒引当金 △1,271 △1,234

流動資産合計 1,164,608 1,247,580

固定資産   

有形固定資産   

貸与資産   

賃貸用器具（純額） 6,291,913 6,365,697

貸与資産合計 6,291,913 6,365,697

社用資産   

建物（純額） 151,767 153,531

土地 483,126 483,126

その他（純額） 58,402 120,533

社用資産合計 693,297 757,191

有形固定資産合計 6,985,210 7,122,889

無形固定資産 137,663 124,845

投資その他の資産   

投資有価証券 165,512 156,439

その他 94,087 89,952

貸倒引当金 △1,904 △1,437

投資その他の資産合計 257,695 244,955

固定資産合計 7,380,569 7,492,690

資産合計 8,545,177 8,740,271

負債の部   

流動負債   

買掛金 956,295 583,177

短期借入金 1,280,000 1,480,000

1年内返済予定の長期借入金 786,580 853,810

リース債務 215,318 276,257

未払法人税等 155,258 13,563

引当金 36,928 37,114

その他 54,851 98,907

流動負債合計 3,485,232 3,342,829
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期会計期間 
(平成24年６月30日) 

固定負債   

長期借入金 1,606,330 1,820,610

リース債務 97,861 273,401

引当金 42,729 17,862

長期未払金 － 21,062

資産除去債務 34,172 34,193

固定負債合計 1,781,093 2,167,129

負債合計 5,266,326 5,509,959

純資産の部   

株主資本   

資本金 767,955 767,955

資本剰余金 486,455 486,455

利益剰余金 2,057,152 2,003,752

自己株式 △17,182 △17,182

株主資本合計 3,294,379 3,240,979

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △15,528 △10,667

評価・換算差額等合計 △15,528 △10,667

純資産合計 3,278,851 3,230,312

負債純資産合計 8,545,177 8,740,271
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（２）【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

売上高 1,298,754 1,397,038

売上原価 1,052,180 1,139,243

売上総利益 246,574 257,795

割賦販売未実現利益繰入額 982 63

割賦販売未実現利益戻入額 2,252 1,479

差引売上総利益 247,844 259,211

販売費及び一般管理費 210,215 229,951

営業利益 37,629 29,259

営業外収益   

受取利息 14 9

受取配当金 1,611 1,667

紛失補償金 19,504 26,663

その他 4,957 1,615

営業外収益合計 26,087 29,955

営業外費用   

支払利息 13,934 14,854

営業外費用合計 13,934 14,854

経常利益 49,782 44,360

特別損失   

投資有価証券評価損 － 16,626

特別損失合計 － 16,626

税引前四半期純利益 49,782 27,734

法人税、住民税及び事業税 21,614 11,050

法人税等調整額 5,166 11,162

法人税等合計 26,780 22,212

四半期純利益 23,002 5,521
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【継続企業の前提に関する事項】 

当第１四半期会計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

【会計方針の変更等】 

当第１四半期累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日) 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

当社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有

形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

これによる当第１四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響は軽

微であります。 

  

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

当第１四半期累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

【追加情報】 

当第１四半期累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日） 

（役員退職慰労引当金） 

当社は、平成24年４月24日開催の取締役会において、平成24年６月26日開催の定時株主総会終結の

時をもって役員退職慰労金制度を廃止することを決議するとともに、同株主総会において役員退職慰

労金制度の廃止に伴う打切り支給を決議いたしました。 

これにより、打切り支給に伴う未払額21,062千円を固定負債の「長期未払金」として表示しており

ます。 

  

【注記事項】 

（四半期貸借対照表関係） 

※１ 四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。な

お、当第１四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形

が、四半期会計期間末残高に含まれております。 

  

 
  

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

  

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成24年６月30日)

受取手形 1,315千円 受取手形 1,348千円

(自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日) 

前第１四半期累計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

当第１四半期累計期間

減価償却費 477,074千円 減価償却費 518,503千円
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（株主資本等関係） 

前第１四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  
当第１四半期累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  
（金融商品関係） 

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

（有価証券関係） 

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

（デリバティブ取引関係） 

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

（持分法損益等） 

該当事項はありません。 

  

（企業結合等関係） 

該当事項はありません。 

  

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 59,487 7 平成23年３月31日 平成23年６月24日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 58,921 7 平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

前第１四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日) 

当社は、パレットレンタル事業を主たる業務としております。販売及びその他収入(利用運送事

業に伴う収入)については、レンタル事業に付随して行われているのみであり、不可分の販売形

態の単一セグメントであり、記載を省略しております。 

  

当第１四半期累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 

当社は、パレットレンタル事業を主たる業務としております。販売及びその他収入(利用運送事

業に伴う収入)については、レンタル事業に付随して行われているのみであり、不可分の販売形

態の単一セグメントであり、記載を省略しております。 

  

（１株当たり情報） 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日) 

前第１四半期累計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

当第１四半期累計期間

１株当たり四半期純利益金額 2円71銭 0円66銭

（算定上の基礎） 

 四半期純利益(千円) 23,002 5,521 

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式に係る四半期純利益(千円) 23,002 5,521 

 期中平均株式数(千株) 8,498 8,417 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成24年８月１日

日本パレットプール株式会社 

取締役会  御中 

 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本パレットプ

ール株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第41期事業年度の第１四半期会計期間(平成24年４月１日

から平成24年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  
四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本パレットプール株式会社の平成24年６月30日現在の財政状態及び同日

をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人  トーマツ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    堤          佳    史    ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    生    越    栄 美 子    ㊞ 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成24年８月13日 

【会社名】 日本パレットプール株式会社 

【英訳名】 NIPPON PALLET POOL CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 橋 本 良 一 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 大阪市北区芝田二丁目８番11号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

 （大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 

 

 



当社代表取締役社長橋本良一は、当社の第41期第１四半期(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月

30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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